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医療に係るリスクが漠然としていて課題が不明瞭

• 医療面からみた災害時のニーズ
は地域ごとに異なり、対応する各
医療機関の体制も一様ではない。

• 実際の災害は、地域ごとの災害
医療体制に異なるインパクトを与
えることが容易に予測できる。

• 従前より救急医療や災害医療に
おいて、個々の施設の

• 医療需給不均衡に対する病院の
対応能力に係る検討は報告され
ている

• 地域間・地域内比較を目指した、
需給不均衡を基にした尺度策定
に係る報告は認めていない
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災害医療のリスクとリソースに係わる
学術的検討会（RRR研究会）

• 2015.4～

• 各災害拠点病院の医療需給均衡の算出・支援必要量・
支援優先度に係わる類型化

• 東京大学大学院医学系研究科 救急科学

• 横浜市立大学大学院医学研究科 救急医学

• 北里大学医学部 救命救急医学 同産科学

• 日本医科大学武蔵小杉病院 救命救急センター

• 東海大学医学部 専門診療学系救命救急医学

• 東邦大森病院

• 平成立石病院

• 帝京大学医学部附属病院

• 武蔵野赤十字病院 救命救急センター

• 横須賀市立うわまち病院
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リスクリソース比の概念の導入
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医療支援の必要量・支援配分割合
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検討結果
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都心南部直下地震被害想定に基づいたRRRとNMR割合
RRR: 総傷病者数/総病床数; NMR: RRR = 1にするために必要な支援量
NMR(%): 東京都/神奈川県該当病院のNMR合計値に対する各病院のNMRの割合

東京都 NMR-High
>= 1353

NMR-Low
<1353

RRR-High
>=4 1st

(n = 51)
2nd

(n = 11)

RRR-Low
<4 2nd

(n = 8)

3rd

(n = 30)

(n = 13)

災害拠点病院：
-東京都 T1-80
-神奈川県 K1-33

*円の大きさ:
各病院のNMR(%)値

*特に青丸は
NMR<0、 NMR%<0
（＝余力のある）病院
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RRR解析後の応用
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本指標の課題

1. RRR値に災害拠点病院以外
の病床数が含まれていない

2. 発災直後想定の病床利用率
を一律85%で計算している

実際の平均病床率（平成25年）

• 横浜市災害拠点病院：85.9％

• 神奈川県全病院：80.1%

• 東京都全病院：80.1%

3. 要配慮者の需要をそれ以外
の1.5 倍と仮定している
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

大規模災害に対する地域災害医療計画策定のための新たな災害医療需給均衡指標
（災害医療リスクリソース比）の導入に関する研究

• 主任研究者

– 森村尚登（東京大学大学院医学系研究科救急科学）

• 分担研究者（敬称略）

– 田中 淳（東京大学大学院情報学環・学際情報学府）

– 猪口正孝（平成立石病院）

– 野口英一（戸田中央医科グループ）

– 竹島茂人（自衛隊中央病院）

– 清田和也（さいたま赤十字病院）

– 蛭間芳樹（（株）日本政策投資銀行）

– 大田祥子（NPO法人ヘルスサービスR&Dセンター）

– 高橋耕平（横浜市立大学大学院医学研究科救急医学）

– 問田千晶（東京大学災害医療マネジメント部）
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

大規模災害に対する地域災害医療計画策定のための新たな災害医療需給均衡指標
（災害医療リスクリソース比）の導入に関する研究（主任研究者：東京大学 森村尚登）

②医療供給の定量化

①医療需要の定量化

③災害時の
医療需要と供給の定量化

④被災地域内各メッシュ
の需給不均衡度
（脆弱度）

=医療需要/修正医療供給力

・支援量の算出
RRR
Risk 

Resource 
Ratio

NMR
Needs of
Medical

Resources

被災地域内の「災害時の医療」の需給に応じた具体的な支援
強化項目と支援量が明示された実効性の高い防災計画策定

災害を受けた地域内の医療需給
均衡の定量化指標の策定

医療機関の外来受診数・入院患者
数、手術件数、透析件数、ベッド数、

ICU数、スタッフ数など

傷病者数・重症度（総数、疾患別、年
齢層別）、平時の外来総数

被災想定に基づく需要の定量化と
インフラストラクチャーのダメージに
応じた医療機関の対応力の定量化
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医療補給・輸送力の定量化の試み

•病院へのアクセスに係るインフラの状況
• 道路

• 輸送手段（資器材搬送輸送）

• 移送手段（傷病者病院間搬送）

• 病院構造（ヘリポートほか）

•供給源
• 輸送に係る人員・組織

• 薬品、酸素ボンベ、滅菌システムほか

• その他

•医療輸送システム

Space

Staff

Stuff

System
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震災時の消火活動困難度の計算
1. 各メッシュ(250m×250m)の直近の消防署・

出張所や消防団施設からポンプ車や可搬ポ
ンプ積載車が出動した場合の、各メッシュへ
の到達時間の違いを相対的に評価したもの。

2. 評価の際、道路の混雑状況を走行速度の低
減要因として加味し、震災時の倒壊建物によ
る通行可能性の低下も考慮して算出。

3. 平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震
時の車両走行速度データを参考に設定

消防隊等の到達性

消防隊等の到達性評価を応用したメッシュごとの補給・輸送力の定量化の試み
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補給・輸送力を考慮した災害時の医療需給の構成因子

供給 需要

対応力
外来総数・Op件数、
透析、人工呼吸…

災害による
インフラ

ストラクチャー
の被害

災害による
人的被害
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災害時の地域内補給・輸送能力（資器材・スタッフ・傷病者ほか）

平時の
地域内
医療
供給力

補給・輸送力のダメージ
が少なく平時の医療供給
力を維持している地域

補給・輸送力のダメージが大きく
医療供給力が低下している地域

高

高
低

低

平時は医療供給力が高いが
災害時には大きく機能低下

する地域

平時の医療供給力と災害時の補給・輸送力による
被災地域の医療供給力の類型化
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災害時医療需給均衡度
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各パラメーターの改訂定義

• new RRR（Risk resource ratio）：各メッシュの相対的脆弱度を表現

：各メッシュの災害時医療需給均衡

• =医療需要/修正医療供給力

• =傷病者数/提供可能な医療資源（ユニット）

• 例えば1人の傷病者に対応するための医療資源を一括りに1ユ
ニットと表現する。1ユニットを使って何人の傷病者に対応しなけれ
ばいけない状況であるかを表現する

• new NMR（Needs of medical resource）

：各メッシュの医療資源必要量

• =資源投入後の回復力の程度

• =（例えば）RRRを2に軽減するために必要なユニット数

• new NMR(%)

：被災地域全体における各メッシュで必要な医療資源の配分割合

• =被災地域内の総NMR値に対する各メッシュのNMRの割合
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new RRR・NMR・NMR(%)の算出例

new RRR=20の状態にあるAとBの2か所のメッシュにおける算出例

• Aメッシュ：400人の傷病者/20ユニット

• Bメッシュ：8,000人の傷病者/400ユニット

new NMR：支援量

• Aメッシュ：goal-RRR=2=400/(NMR+20); NMRA=180

• Bメッシュ：goal-RRR=2=8,000/(NMR+400); NMRB=3,600

new NMR(％)：地域におけるメッシュごとの支援配分割合

：対象地域のすべてのメッシュの支援量合計=10,000と仮定した場合

• Aメッシュ：NMRA (%)=NMRA/10,000=180/10,000= 1.8 %

• Bメッシュ：NMRB (%)=NMRB/10,000=3600/10,000=36.0 %
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本研究の期待される効果
• 県や市区町村など検討する地域の「被害想定に基づく医療需要」や「地域内病

院の医療提供能力」についての定量的な指標に則って国土強靱化計画・防災

計画を策定することによって、従来に比して高い実効性と強靭化が期待できる

• メッシュ化した想定被災地域内の「定量的医療需給均衡指標」の値を算出し、

それらのばらつきを類型化することによって、「地域内の相対的な脆弱度」を示

すことが可能になり、支援を重点的にかつ優先的に行う必要がある地域が浮き

彫りになる。その結果、支援体制強化のためのより具体的な準備が可能になる。

• 需給の不均衡の度合いが同程度であっても、需要の絶対量に大きな違いがあ

るため、「支援必要量」を示す指標による類型化も必要になる。今回策定する定

量的医療需給均衡指標を基に地域内の「必要支援量」をメッシュ化した想定被

災地域に反映すれば、地域内における災害対応力を反映した、実効性の高い

計画の策定に寄与できる

• 今回の手法の開発にあたり、全国どの地域においても汎用性、網羅性が高く、

入手容易な項目を選択することによって、対策を検討する地域特性によらず、ま

た地域の規模に応じた適用が可能になる
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